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■概要 

 

  大麻は1961年の麻薬に関する単一条約（麻薬単一条約）及び麻薬及び向精神薬の不正取引

の防止に関する国際連合条約（麻薬新条約）によって、けし、コカ樹などと同様に規制され

ている植物であるが、近年の研究によって、大麻の有害性は、ヘロインやモルヒネ、コカイ

ンのみならず、現在は規制の対象外であるアルコールやたばこより低いことが報告されてい

る[1,2,3]。 

 

 大麻の適切な使用が、ストレス[4]や精神の緊張の緩和を促し[5]、体内の様々な器官での

恒常性維持機能を高める働きをもたらす[4]ことは広く知られている。また、大麻は古くか

ら医薬品として用いられており、多発性硬化症に伴う神経因性の疼痛[6]やオピオイド系薬

剤による治療で効果の見られない末期がんの患者の疼痛[7]、AIDS患者の進行性食欲減退や

体重減少などの症状を伴う消耗症候群[8]、アルコール依存症[9]など、様々な疾病の治療に

有効であり、各種運動障害などの治療、依存性薬物の依存症[10]、神経保護作用薬[11]、精

神疾患治療[12]などへの応用が期待されている[5,7]。実際に、大麻や大麻からの抽出物を

主成分とした薬剤が治療薬として認められ、処方されている国もある[7]。 

 

 先進諸国の間では、大麻の健康への影響に関する最新の科学的知見、個人の価値観を尊重

する考え方などに基づいて、薬物の害削減政策（ハームリダクション政策）として、個人的

な使用目的の大麻の少量の所持については、逮捕しない政策を採用している国も多いが、栽

培を禁止している国際条約との軋轢により、犯罪組織への莫大な不正利益の供給や取締りに

費やされるコストの増大、各国の国民の薬物政策への信頼性の低下など、様々な問題が生じ

ており、現在の国際条約を改めるよう求める声が上がっている。 

 

 一方、わが国においては、禁止政策（ゼロトレランス政策）に基づいて、大麻が国際条約

によって規制されている植物であることを理由に、大麻の個人的な使用目的や非営利的目的

の為の所持や栽培が、懲役刑をもって全面的に禁止されている。また、医療上の目的の為に、

大麻から製造された医薬品を施用し、又は施用のため交付すること、大麻から製造された医

薬品の施用を受けることさえも懲役刑をもって全面的に禁止されている。また、もっぱら産

業上の目的の大麻の栽培のために、大麻栽培者免許の取得を正当な手続きを行って申請して

も交付されない状況が続いている。こうした現在のわが国の大麻政策がもたらす社会的な損

失は甚大であり、取締りに費やされる多額の税金の浪費や犯罪組織への不正利益の供給、国

民の薬物政策への信頼性の低下、持続可能な社会の構築と発展の著しい妨害など様々な問題

を引き起こし、末端の使用者に懲役刑を課すことや重病患者の生存権を著しく脅かすことな

どで重篤な人権侵害をも引き起こしている。 

 

 現在のわが国の大麻政策が引き起こす様々な問題が、古い国際条約による大麻の規制と政

府の古い情報に基づく大麻の有害性の過大評価や認識の誤りに起因することは明らかであ

る。現在の国際条約による大麻の規制は、大麻に関する最新の知見と照らし合わせて考える

と論理的整合性を欠く内容であり、これを改めなければ大麻問題の根本的な解決や適正に機
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能する薬物政策の実行は不可能である。2008年、国連は、この1年を「反省と熟慮の年」（Year 

of Reflection）とすることを明言しており、過去10年間の薬物政策を総括し、新しい政策

を話し合う会議が開催されることから、古い国際条約に起因する大麻問題の解決と大麻取締

法の抜本的な改正に向けて、日本政府に対し以下のとおり提言する。 

 

Ⅰ．国際条約による大麻の規制を最新の知見と照らし合わせ、薬学的、医学的、社会学的な

観点から再検証するよう国連事務総長と麻薬委員会に働きかけることを求める。 

 

Ⅱ．世界の全ての成人の個人使用目的及び非営利的目的の為の大麻の栽培と所持の権利を認

めるよう国連事務総長と麻薬委員会に提議することを求める。 

 

Ⅲ．禁止政策（ゼロトレランス政策）から害削減政策（ハームリダクション政策）への転換

[21]の試みを行うことを求める。 
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1. 国際条約による大麻の規制の現状と問題点 

 

1.1 国際条約による大麻の規制の現状 

 

 大麻は1961年の麻薬に関する単一条約（麻薬単一条約）、1961年の麻薬に関する単一条約

を改正する1972年の議定書により改正された同条約及び麻薬及び向精神薬の不正取引の防

止に関する国際連合条約（麻薬新条約）によって、ヘロインやモルヒネ、けし、コカ樹など

と同様に厳しく規制されている[13,14]。大麻がこのように厳しく規制されている根拠は、

1957年のWHOによる大麻の「身体的中毒性」を持つという定義に依るものである。 

 

1.1-1 1961年の麻薬に関する単一条約（麻薬単一条約）による規制の目的と内容 

 

・麻薬単一条約の目的 

 

 麻薬単一条約は、人類の健康及び福祉に配慮し、麻薬の医療上の使用が苦痛の軽減のため

に不可欠であることやこの目的のための麻薬の入手を確保するために適切な措置を執らな

ければならないこと、麻薬の中毒が個人にとって重大な害悪であり、人類に対する社会的、

経済的な危険を伴うものであることを認め、国際協力によって、麻薬の生産、製造、輸出、

輸入、分配、取引、使用及び所持を医療上及び学術上の目的に制限するために、それまでの

非常に複雑な体系となっていた９つの協定及び議定書を統合し、普遍的に受けいれられる国

際条約を締結することを目的として制定された。 

 

・麻薬単一条約による大麻の規制の内容 

 

 麻薬単一条約によって、大麻は特に危険な特性を有するものとして、附表Ｉ及び附表Ⅳに

分類され、ヘロインやモルヒネと同等に最も厳しい規制を受けている。大麻がこのように分

類されているのは、1957年のWHOによる大麻の「身体的中毒性」を持つという定義に依る。

大麻に関する主な規制は以下のような内容である。 

 

-第二十二条栽培に適用される特別規定 

1 締約国は、自国又はその領域における一般的状況から判断して、けし、コカ樹又は大麻植

物の栽培を禁止することが公衆の健康及び福祉を保護し並びに薬品が不正取引に向けられ

ることを防止するために最も適した措置であると認めるときは、栽培を禁止しなければなら

ない。 

2 けし又は大麻植物の栽培を禁止する締約国は、学術上又は研究上の目的のためその締約国

に必要とされる少量を除くほか、不正に栽培された植物を押収し、かつ、廃棄するために適

当な措置を執らなければならない。 

 

-第二十八条大麻の統制 

1 締約国は、大麻又は大麻樹脂の生産のための大麻植物の栽培を許すときは、大麻植物に
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つき、けしの統制について第二十三条に規定する統制制度と同様の統制制度を適用しなけれ

ばならない。 

2 この条約は、もっぱら産業上の目的（繊維及び種子に関する場合に限る。）又は園芸上

の目的のための大麻植物の栽培には、適用しない。 

3 締約国は、大麻植物の葉の悪用及び不正取引を防止するために必要な措置を執るものと

する。 

 

-第三十六条刑罰規定 

1 (a)各締約国は、その憲法上の制限に従うことを条件として、この条約の規定に違反する

栽培並びに薬品の生産、製造、抽出、製剤、所持、提供、販売のための提供、分配、購入、

販売、交付（名目のいかんを問わない。）、仲介、発送、通過発送、輸送、輸入、輸出その

他この条約の規定に違反すると当該締約国が認めるいかなる行為も、それが故意に行なわれ

たときは処罰すべき犯罪となることを確保し、並びに重大な犯罪に対しては特に拘禁刑又は

その他の自由を剥奪する刑による相当な処罰が行なわれることを確保する措置を執らなけ

ればならない。 

  

-第三十九条この条約が要求する措置より厳重な国内統制措置の適用 

この条約のいかなる規定にもかかわらず、締約国は、この条約で定める措置より精細左又は

厳重な統制措憧を執ること特に、附表Ⅲに掲げる製剤又は附表Ⅱに掲げる薬品に対し、附表

Ｉに掲げる薬品に適用きれるすべての統制措置又はこれらのうち公衆の健康及び福祉を保

護するために必要であり又は望ましいと認める統制措置を適用するものと定めることを妨

げられないものとする。 

 

-大麻が附表Ｉ及び附表Ⅳに分類されていることによって、その他、様々な規定の適用を受

ける[13]。 

 

1.1-2 麻薬及び向精神薬の不正取引の防止に関する国際連合条約（麻薬新条約）による規

制の目的と内容 

 

・麻薬新条約の目的 

 

 麻薬新条約は、麻薬及び向精神薬の不正な生産、需要及び取引が大量であり、かつ、増加

傾向にあることを憂慮し、麻薬及び向精神薬の不正取引の大きな規模及び範囲並びにそのも

たらす重大な結果に対処するために、1961年の麻薬に関する単一条約、1961年の麻薬に関す

る単一条約を改正する1972年の議定書により改正された同条約及び1971年の向精神薬に関

する条約に定める措置を強化し及び補完することの必要性、不正取引に係る国際的な犯罪活

動の防止を目的とする刑事問題に関する国際協力のための効果的な法律上の手段を強化す

ることが重要であることを認め、特に不正取引の防止を目的とし、不正取引の問題全般の

種々の部面、特に麻薬及び向精神薬の分野におけるそれまでの条約に定められていなかった

部面について考慮する包括的、効果的及び実効的な国際条約を締結することを希望して制定
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された。 

 

・麻薬新条約による大麻の規制の内容 

 

 大麻は、麻薬新条約第１条によって麻薬として定義されている[(n) 「麻薬」とは、1961

年の麻薬に関する単一条約及び1961年の麻薬に関する単一条約を改正する1972年の議定書

により改正された同条約の付表Ⅰ及び付表Ⅱに掲げる天然又は合成の物質をいう。]。大麻

に関する主な規制は以下のような内容である。 

 

-第３条（犯罪及び制裁） 

１ 締約国は、自国の国内法により、故意に行われた次の行為を犯罪とするため、必要な措

置をとる。 

(a)  

(i) 1961年の条約、改正された1961年の条約又は1971年の条約の規定に違反して、麻薬又

は向精神薬を生産し、製造し、抽出し、製剤し、提供し、販売のために提供し、分配し、販

売し、交付（名目のいかんを問わない。）し、仲介し、発送し、通過発送し、輸送し、輸入

し又は輸出すること。 

(ii) 1961年の条約及び改正された1961年の条約の規定に違反して、麻薬を生産するために

けし、コカ樹又は大麻植物を栽培すること。 

(iii) (i)に規定する行為のために麻薬又は向精神薬を所持し又は購入すること。 

(iv) 麻薬又は向精神薬の不正な栽培、生産又は製造のために用いられることを知りながら、

装置、原料又は付表Ｉ若しくは付表IIに掲げる物質を製造し、輸送し又は分配すること。 

(c) 自国の憲法上の原則及び法制の基本的な概念に従うことを条件として、 

(ii) 麻薬又は向精神薬の不正な裁培、生産又は製造のために用いられており又は用いられ

ることを知りながら、装置、原料又は付表Ｉ若しくは付表IIに掲げる物質を所持すること。 

(iii) この条の規定に従って定められる犯罪を実行し又は麻薬若しくは向精神薬を不正に

使用することを方法のいかんを問わず公然とあおり又は唆すこと。 

(iv) この条の規定に従って定められる犯罪に参加し、これを共謀し、これに係る未遂の罪

を犯し、これをほう助し、教唆し若しくは援助し又はこれについて相談すること。 

２ 締約国は、自国の憲法上の原則及び法制の基本的な概念に従うことを条件として、自国

の国内法により、1961年の条約、改正された1961年の条約又は1971年の条約の規定に違反し

て麻薬又は向精神薬を個人的な使用のために故意に所持し、購入し又は栽培することを犯罪

とするため、必要な措置をとる。 

４  

(a) 締約国は、１の規定に従って定められる犯罪の実行につき、これらの犯罪の重大性を

考慮した拘禁刑その他の形態の自由を剥奪する刑、罰金刑、没収等の制裁を科する。 

(b) 締約国は、１の規定に従って定められる犯罪につき、有罪判決又は処罰のほかに、犯

罪者が治療、教育、後保護、更生、社会復帰等の措置を受けることとすることができる。 

(c) (a)及び(b)の規定にかかわらず、締約国は、軽微な性質の事件について適当な場合に

は、有罪判決又は処罰に代わるものとして、教育、更生、社会復帰等の措置を講ずることが
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できるものとし、また、犯罪者が薬物の濫用者であるときは、治療及び後保護の措置を講ず

ることができる。 

(d) 締約国は、２の規定に従って定められる犯罪につき、有罪判決若しくは処罰に代わる

ものとして又は有罪判決若しくは処罰のほかに、犯罪者の治療、教育、後保護、更生又は社

会復帰のための措置を講ずることができる。 

 

-第14条（麻薬植物の不正な栽培を撲滅し並びに麻薬及び向精神薬の不正な需要を無くすた

めの措置） 

１ 締約国がこの条約によりとる措置は、1961年の条約、改正された1961年の条約及び1971

年の条約の規定であって、麻薬及び向精神薬を含有する植物の不正な栽培を撲滅するため並

びにこれらの麻薬及び向精神薬の不正な需要を無くすために適用されるものよりも緩やか

なものであってはならない。 

２ 締約国は、麻薬又は向精神薬を含有するけし、コカ樹、大麻等の植物であって自国の領

域内において不正に栽培されたものにつき、その不正な栽培を防止し及びこれらの植物を撲

滅するための適当な措置をとる。その措置をとるに当たっては、基本的人権を尊重するもの

とし、また、歴史的にみてその証拠がある場合には伝統的かつ正当な使用について妥当な考

慮を払うとともに、環境の保護についても妥当な考慮を払う。 

 

-第24条（この条約が要求する措置よりも厳しい措置の適用） 

締約国は、不正取引の防止のために必要であり又は望ましいと認める場合には、この条約の

定める措置よりも精細な又は厳しい措置をとることができる。 

 

-大麻が第１条によって麻薬として定義されていることによって、その他、様々な規定の適

用を受ける[14]。 

 

 

1.2 国際条約による大麻の規制の問題点 

 

・現在の国際条約による大麻の規制は、1957年のWHOによる大麻の「身体的中毒性」を持つ

という定義に依るものであるが、当時、大麻の依存性についてどこまで科学的に把握できて

いたかは疑問が残る。事実、1965年のWHOによる大麻の依存性に関する定義では、大麻の身

体的依存性はほとんどないと述べられており、また、1997年のWHOによる大麻に関する報告

書では、「これまでのところ、退薬症候群の生成について一般的な合意がない。」と述べら

れている[8]。また、近年の大麻に関する研究には著しい進歩があり、信頼性の高い研究に

よって、大麻の有害性は、ヘロインやモルヒネ、コカインのみならず、現在は規制の対象外

であるアルコールやたばこより低いことが報告されている[1,2,3]。このような大麻に関す

る最新の知見と照らし合わせて考えると現在の国際条約による大麻の規制は論理的整合性

を欠く内容であり、これを改めなければ大麻問題の根本的な解決や適正に機能する薬物政策

の実行は不可能である。 
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・現在の大麻に関する知見は、大麻が健康に重大な害をもたらす危険な薬物であると考えら

れ、医療目的での用途がはっきりとしていなかった麻薬単一条約制定時とは大きく異なり、

大麻の適切な使用が、ストレス[4]や精神の緊張の緩和を促し[5]、体内の様々な器官での恒

常性維持機能を高める働きをもたらす[4]ことは広く知られている。また、大麻は、多発性

硬化症に伴う神経因性の疼痛[6]やオピオイド系薬剤による治療で効果の見られない末期が

んの患者の疼痛[7]、AIDS患者の進行性食欲減退や体重減少などの症状を伴う消耗症候群[8]、

アルコール依存症[9]など、様々な疾病の治療に有効であり、各種運動障害などの治療、依

存性薬物の依存症[10]、神経保護作用薬[11]、精神疾患治療[12]などへの応用が期待されて

いる[5,7]。実際に、大麻やイギリスＧＷ製薬で臨床研究され、カナダで医薬品として認可

され使用されている「サティベックス（Sativex®）」など、大麻からの抽出物を主成分と

した薬剤が治療薬として認められ、処方されている国もある[7]。 

 

・先進諸国の間では、大麻の健康への影響に関する最新の科学的知見、個人の価値観を尊重

する考え方などに基づいて、薬物の害削減政策（ハームリダクション政策）として、個人的

な使用目的の大麻の少量の所持については、逮捕しない政策を採用している国も多いが、栽

培を禁止している国際条約との軋轢により、犯罪組織への莫大な不正利益の供給や取締りに

費やされるコストの増大、各国の国民の薬物政策への信頼性の低下など、様々な問題が生じ

ている。 

 

・わが国においては、大麻の有害性はアルコールやたばこより低く、治療薬として有効であ

ることが報告されているにも関わらず、禁止政策（ゼロトレランス政策）に基づいて、大麻

が国際条約によって規制されている植物であることを理由に、大麻の個人的な使用目的や非

営利的目的の為の所持や栽培が、懲役刑をもって全面的に禁止されている。また、医療上の

目的の為に、大麻から製造された医薬品を施用し、又は施用のため交付すること、大麻から

製造された医薬品の施用を受けることさえも懲役刑をもって全面的に禁止されている。また、

もっぱら産業上の目的の大麻の栽培のために、大麻栽培者免許の取得を正当な手続きを行っ

て申請しても交付されない状況が続いている。こうした現在のわが国の大麻政策がもたらす

社会的な損失は甚大であり、取締りに費やされる多額の税金の浪費や犯罪組織への不正利益

の供給、国民の薬物政策への信頼性の低下、持続可能な社会の構築と発展の著しい妨害など

様々な問題を引き起こし、末端の使用者に懲役刑を課すことや重病患者の生存権を著しく脅

かすことなどで重篤な人権侵害をも引き起こしている。 
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2. わが国の大麻政策の現状と問題点 

 

2.1 大麻政策の現状 

 

・大麻が国際条約で禁止されている物質であることを理由に 

 

-禁止政策（ゼロトレランス政策）に基づいて、大麻の個人的な使用目的や非営利的目的の

為の所持や栽培、配布が、量や理由の如何を問わず、懲役刑をもって全面的に禁止されてい

る。 

 

-医療上の目的の為に、大麻から製造された医薬品を施用し、又は施用のため交付すること、

大麻から製造された医薬品の施用を受けることさえも懲役刑をもって全面的に禁止されて

いる。 

 

-「大麻は危険な薬物である」という固定観念に基づき、極端に大麻の有害性を誇張した科

学的根拠のない情報を流し続けている[15]。また、このような情報を用いて、薬物乱用防止

教育や裁判を行っている。 

 

-産業利用目的で、正当な手続きを行って、大麻栽培者免許取得を申請しても交付されない。 

 

-不正大麻撲滅運動と称して、野生の大麻草までも撲滅の対象とした活動を行っている。 

 

 

2.2 大麻政策の問題点 

 

・大麻の有害性はアルコールやたばこより低いことが明らかにされているにも関わらず、個

人的な使用や非営利的目的の大麻の所持や栽培、配布を懲役刑をもって禁止することによっ

て、大麻使用者に重篤な人権侵害を行っている。 

 

・大麻使用者を犯罪組織と結び付け、覚せい剤などの危険なハードドラッグとの接触の機会

を増加させ、犯罪組織に莫大な不正利益を供給している。 

 

・アルコールやたばこより安全な代替として大麻を選択する権利が認められていない。 

 

・大麻の取締りに費やす労力や費用が、大麻の実際の有害性に見合っておらず、税金を浪費

している。 

 

・医療上の目的の為に、大麻から製造された医薬品を施用し、又は施用のため交付すること、

大麻から製造された医薬品の施用を受けることさえも懲役刑をもって全面的に禁止するこ

とによって、患者の生存権を著しく脅かしている[16]。 
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・アルコールやたばこ、覚せい剤などの、より有害性の高い依存性薬物の依存症の治療に大

麻を使用することが認められていない為、患者の依存性薬物からの脱却を困難にしている。 

 

・薬物乱用防止教育と称して、極端に大麻の有害性を誇張した科学的根拠のない情報を流し

続けることにより、主として、未成年者を含む若年層において、政府による薬物に関する情

報への信頼性を著しく低下させ、深刻な混乱を引き起こしている。 

 

・裁判で、大麻の有害性を立証する資料として、極端に大麻の有害性を誇張した科学的根拠

のない情報を採用している為に、事実誤認による重篤な人権侵害を引き起こしている[17]。 

 

・繰り返し利用することが可能な環境問題を改善する貴重な資源である大麻の栽培者免許の

取得を過剰に厳しく制限することにより、持続可能な社会の構築と発展を著しく妨げている

[18,19]。 

 

・環境の保護について妥当な考慮を払うことを怠り、野生の大麻までも撲滅の対象としてい

る為に、重篤な環境破壊を引き起こし、税金を浪費している。実際に、アサカミキリという

昆虫が絶滅の危機に瀕している[20]。 
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3. 日本政府への提言 

 

 大麻の有害性と現在の大麻の規制による弊害を比較すると、規制による弊害のほうが遥か

に大きく、現在の大麻の規制は適正に機能するものであるとはいえない。わが国における大

麻政策の現状と諸問題が、古い国際条約による大麻の規制に起因することに鑑み、日本政府

に対し以下の3つを提言する。 

 

Ⅰ．国際条約による大麻の規制を最新の知見と照らし合わせ、薬学的、医学的、社会学的な

観点から再検証するよう国連事務総長と麻薬委員会に働きかけることを求める。 

 

Ⅱ．世界の全ての成人の個人使用目的及び非営利的目的の為の大麻の栽培と所持の権利を認

めるよう国連事務総長と麻薬委員会に提議することを求める。 

 

Ⅲ．禁止政策（ゼロトレランス政策）から害削減政策（ハームリダクション政策）への転換

[21]の試みを行うことを求める。 

 

 

以上 
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